
５ 退職給付（一時金・年金）の支給実態 

(1)  退職者数 

退職給付（一時金・年金）制度がある企業について、平成 24 年（又は平成 23 会計年度）１

年間における勤続 20 年以上かつ 45 歳以上の退職者がいた企業割合は、26.1％となっている。 

勤続 20 年以上かつ 45歳以上の退職者がいた企業のうち、退職事由別に退職者割合をみると、

「定年」が 58.3％、「定年以外」では「自己都合」が 16.9％、「早期優遇」が 15.6％、「会社

都合」が 9.2％となっている。（第 27 表） 

 

第 27 表 退職者のいた企業割合、退職事由別退職者割合 
 

計 ［75.5］ 100.0 26.1 (100.0) (58.3) ( 9.2) (16.9) (15.6)
1,000人以上　 ［93.6］ 100.0 71.5 (100.0) (55.2) ( 8.5) (15.5) (20.9)
300～999人 ［89.4］ 100.0 58.5 (100.0) (60.8) ( 7.0) (16.0) (16.2)
100～299人 ［82.0］ 100.0 39.4 (100.0) (62.2) (12.8) (21.1) ( 3.9)
30 ～ 99人　 ［72.0］ 100.0 16.9 (100.0) (65.2) (12.1) (21.1) ( 1.7)

鉱業,採石業,砂利採取業 ［91.0］ 100.0 53.1 (100.0) (65.3) (14.5) (14.8) ( 5.4)
建設業 ［91.5］ 100.0 29.6 (100.0) (69.4) ( 6.8) (21.9) ( 1.8)
製造業 ［86.6］ 100.0 34.3 (100.0) (55.0) (11.2) (12.0) (21.9)
電気･ガス･熱供給･水道業 ［96.3］ 100.0 47.8 (100.0) (68.9) ( 2.2) (21.8) ( 7.1)
情報通信業 　　　 ［76.9］ 100.0 19.4 (100.0) (47.2) (14.1) (27.3) (11.4)
運輸業,郵便業 　　　　　 ［60.0］ 100.0 29.7 (100.0) (71.0) ( 4.9) (18.0) ( 6.2)
卸売業,小売業 　　　　　 ［82.3］ 100.0 21.3 (100.0) (61.7) ( 6.2) (19.0) (13.1)
金融業,保険業 　　　　　 ［89.2］ 100.0 36.7 (100.0) (44.9) ( 9.4) (33.0) (12.7)
不動産業,物品賃貸業　　 ［76.9］ 100.0 29.3 (100.0) (60.8) ( 6.8) (23.0) ( 9.4)
学術研究,専門・技術サービス業 ［83.3］ 100.0 25.4 (100.0) (65.2) ( 7.4) (18.9) ( 8.5)
宿泊業,飲食サービス業　 ［52.6］ 100.0 10.0 (100.0) (48.1) (14.7) (22.1) (15.1)
生活関連サービス業,娯楽業 ［53.0］ 100.0 22.5 (100.0) (55.6) ( 1.4) (33.9) ( 9.0)
教育,学習支援業 　　　　 ［74.4］ 100.0 20.6 (100.0) (60.4) (14.8) (24.8)         -
医療,福祉 　　　　　 ［50.1］ 100.0 1.4 (100.0) (22.6) ( 8.3) (69.2)         -
サービス業（他に分類されないもの） ［62.0］ 100.0 20.5 (100.0) (70.1) ( 4.8) (16.3) ( 8.8)

　　平成 20 年 ［83.9］ 100.0 32.2 (100.0) (62.6) ( 9.5) (18.9) ( 9.0)

　　　　制度がある企業割合である。

（単位：％）
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    2)　(　　)内の数値は、勤続20年以上かつ45歳以上の退職者がいた企業の退職者を100とした退職者割合である。

注：1)　[　　]内の数値は、全企業のうち、期間を定めずに雇われている労働者（パートタイム労働者を除く。）に対する退職給付（一時金・年金）

企業規模・産業・年



 (2) 退職給付額 

ア 退職事由別退職給付額 

退職給付（一時金・年金）制度がある企業について、平成 24 年（又は平成 23 会計年度）

１年間における勤続 20 年以上かつ 45 歳以上の退職者に対し支給した又は支給額が確定した

退職者１人平均退職給付額（以降、「退職給付額」とする。）を退職事由別にみると、どの

学歴においても「早期優遇」が最も高く、「自己都合」が最も低くなっている（第 28 表）。 

 

第 28 表 退職事由別退職者１人平均退職給付額 1)（勤続 20 年以上かつ 45 歳以上の退職者） 

 

 

千円 万円 月分 千円 万円 月分 千円 万円 月分 千円 万円 月分

大学卒
（管理・事務・技術職）

516 1,941 37.6 561 1,807 32.2 509 1,586 31.1 435 1,966 45.1

高校卒
（管理・事務・技術職）

421 1,673 39.7 409 1,573 38.5 366 1,159 31.7 360 1,945 54.1

高校卒（現業職） 322 1,128 35.0 291 1,004 34.5 286 784 27.4 293 1,418 48.5

平成 20 年
大学卒

（管理・事務・技術職）
533 2,280 42.7 534 2,125 39.8 474 1,542 32.5 507 2,626 51.8

高校卒
（管理・事務・技術職）

442 1,970 44.6 447 1,928 43.1 407 1,682 41.4 450 2,204 49.0

高校卒（現業職） 332 1,493 44.9 332 1,627 49.0 292 1,148 39.3 383 2,445 63.9

早期優遇

　　2)　「月収換算」は、退職時の所定内賃金に対する退職給付額割合である。
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イ 学歴別退職給付額（定年退職者） 

平成 24 年１年間（又は平成 23 会計年度）における勤続 20 年以上かつ 45 歳以上の定年退

職者の退職給付額を学歴別にみると、「大学卒（管理・事務・技術職）」1,941 万円、月収

換算 37.6 月分、「高校卒（管理・事務・技術職）」1,673 万円、月収換算 39.7 月分、「高

校卒（現業職）」1,128 万円、月収換算 35.0 月分となっている。 

これを勤続 35 年以上の定年退職者についてみると、「大学卒（管理・事務・技術職）」2,156

万円、月収換算 41.4 月分、「高校卒（管理・事務・技術職）」1,965 万円、月収換算 43.8

月分、「高校卒（現業職）」1,484 万円、月収換算 42.1 月分となっている。（第 29 表） 

 

  第 29 表 学歴別退職者１人平均退職給付額 1)（勤続 20 年以上かつ 45 歳以上の定年退職者） 

 

 

万円 月分 万円 月分 万円 月分

計 1,941 37.6 1,673 39.7 1,128 35.0
20～24年 826 18.5 505 17.5 433 16.6
25～29年 1,083 21.8 692 20.7 603 21.6
30～34年 1,856 34.4 938 25.6 856 28.4
35年以上 2,156 41.4 1,965 43.8 1,484 42.1

　　 平成 20 年　 2,280 42.7 1,970 44.6 1,493 44.9
20～24年 1,041 22.1 672 20.7 567 20.2
25～29年 1,458 29.6 893 25.3 716 28.4
30～34年 2,014 38.4 1,498 38.4 1,201 38.1
35年以上 2,491 45.9 2,238 47.9 2,021 54.2
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　　2)　「月収換算」は、退職時の所定内賃金に対する退職給付額割合である。

月収換算2)

　　　  現価額、退職一時金制度と退職年金制度併用の場合は退職一時金額と年金現価額の計である。
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注：1)　「退職給付額」は、退職一時金制度のみの場合は退職一時金額、退職年金制度のみの場合は年金 



ウ 退職給付（一時金・年金）制度の形態別退職給付額（定年退職者） 

平成 24 年１年間（又は平成 23 会計年度）における勤続 20 年以上かつ 45 歳以上の定年退

職者のうち、勤続 35年以上の定年退職者について、退職給付（一時金・年金）制度の形態別

に退職給付額をみると、「大学卒（管理・事務・技術職）」では「退職一時金制度のみ」が

1,567 万円、「退職年金制度のみ」が 2,110 万円、「両制度併用」が 2,562 万円となってい

る。 

「高校卒（管理・事務・技術職）」では、「退職一時金制度のみ」が 1,470 万円、「退職 

年金制度のみ」が 1,822 万円、「両制度併用」が 2,272 万円となっている。 

「高校卒（現業職）」では、「退職一時金制度のみ」が 1,184 万円、「退職年金制度のみ」 

が 1,541 万円、「両制度併用」が 1,872 万円となっている。（第 30 表） 

 

     第 30 表 退職給付（一時金・年金）制度の形態別退職者１人平均退職給付額注) 

（勤続 20 年以上かつ 45 歳以上の定年退職者） 

 

計 1,369 1,923 2,367 1,091 1,611 2,158 870 1,131 1,600
20～24年 661 925 991 432 434 931 312 478 738
25～29年 756 1,181 1,551 515 819 1,100 553 677 739
30～34年 1,457 1,691 2,180 725 1,221 1,275 689 987 1,143
35年以上 1,567 2,110 2,562 1,470 1,822 2,272 1,184 1,541 1,872

1,000人以上　 1,764 2,256 2,525 1,645 1,942 2,286 1,243 1,351 1,733

300～999人 1,338 1,699 2,074 1,013 1,316 1,978 809 1,041 1,348

100～299人 1,147 1,122 1,635 871 1,396 1,447 721 676 1,532

30 ～ 99人　 919 1,155 2,343 786 755 1,713 527 ｘ ｘ

　　　平成 20 年　 1,676 2,187 2,378 1,566 1,502 2,205 1,540 1,101 1,539
20～24年 743 669 1,336 426 631 947 400 421 736
25～29年 898 1,095 1,729 646 788 1,252 385 741 1,098
30～34年 1,360 2,065 2,115 816 1,278 1,802 853 1,157 1,330
35年以上 2,144 2,522 2,517 2,122 1,697 2,362 2,350 1,433 1,891

企業規模、勤続年数・年

大学卒
（管理・事務・技術職）

高校卒
（管理・事務・技術職）

高校卒
（現業職）

退職一
時金制
度のみ

退職年金
制度のみ

　　　併用の場合は退職一時金額と年金現価額の計である。
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両制度
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退職一
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度のみ

退職年金
制度のみ

（単位：万円）

注：　「退職給付額」は、退職一時金制度のみの場合は退職一時金額、退職年金制度のみの場合は年金現価額、退職一時金制度と退職年金制度

両制度
併用

退職一
時金制
度のみ

両制度
併用


